
甲 第 １０６ 号 議 案 

   岡山市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２７年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市市税条例の一部を改正する条例 

岡山市市税条例（昭和２５年市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

第１５条第２項中「法人税法第２条第１２号の１８」を「法第２９２条第１項第１４ 

号」に改める。 

第２４条第２項に次のただし書を加える。 

ただし，同法第６０条の２から第６０条の４までの規定の例によらないものとする。 

第２６条の３の３第４項中「第２０３条の５第４項」を「第２０３条の５第５項」に改

める。 

  附則第３条第１項中「第１４５条第１項」を「第１４４条の８」に改める。 

附則第９条の２の２中第６項を第９項とし，第５項を第８項とし，第４項の次に次の３

項を加える。 

５ 法附則第１５条第１８項に規定する条例で定める割合は，５分の３（都市再生特別措

置法（平成１４年法律第２２号）第２条第５項に規定する特定都市再生緊急整備地域に

おける法附則第１５条第１８項に規定する条例で定める割合は，２分の１）とする。 

６ 法附則第１５条第３０項に規定する条例で定める割合は，２分の１とする。 

７ 法附則第１５条第３１項に規定する条例で定める割合は，２分の１とする。 

附則第９条の２の２に次の１項を加える。 

１０ 法附則第１５条の８第４項に規定する条例で定める割合は，３分の２とする。 

附則第１７条の４を次のように改める。 



第１７条の４ 削除 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に

定める日から施行する。 

(1) 第２４条第２項にただし書を加える改正規定及び第２６条の３の３第４項の改正規

定並びに附則第３項の規定 平成２８年１月１日 

(2) 第１５条第２項の改正規定並びに附則第３条第１項及び第１７条の４の改正規定並

びに附則第５項及び第１０項から第２３項までの規定 平成２８年４月１日 

  （市民税に関する経過措置） 

２ 別段の定めがあるものを除き，改正後の岡山市市税条例（以下「新条例」という。）

の規定中個人の市民税に関する部分は，平成２７年度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し，平成２６年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

３ 新条例第２４条第２項の規定は，平成２８年度以後の年度分の個人の市民税について

適用し，平成２７年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

４ 別段の定めがあるものを除き，新条例の規定中法人の市民税に関する部分は，平成２

７年４月１日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事

業年度分の法人の市民税について適用し，同日前に開始した事業年度分の法人の市民税

及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の市民税については，なお従前の例による。 

５ 新条例第１５条第２項の規定は，附則第１項第２号に掲げる規定の施行の日以後に開

始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民

税について適用し，同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した

連結事業年度分の法人の市民税については，なお従前の例による。 

  （固定資産税に関する経過措置） 

６ 新条例附則第９条の２の２第５項の規定は，平成２７年４月１日以後に取得される地

方税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号。以下「平成２７年改正法」と

いう。）第１条の規定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「新

法」という。）附則第１５条第１８項に規定する家屋及び償却資産に対して課すべき平



成２８年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

７ 新条例附則第９条の２の２第６項の規定は，平成２７年４月１日以後に取得される新

法附則第１５条第３０項に規定する管理協定に係る同項に規定する協定避難家屋（協定

避難用部分に限る。）に対して課すべき平成２８年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用する。 

８ 新条例附則第９条の２の２第７項の規定は，平成２７年４月１日以後に取得される新

法附則第１５条第３１項に規定する管理協定に係る同項に規定する償却資産に対して課

すべき平成２８年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

９ 新条例附則第９条の２の２第１０項の規定は，平成２７年４月１日以後に新築される

新法附則第１５条の８第４項に規定するサービス付き高齢者向け住宅である貸家住宅に

対して課すべき平成２８年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

  （市たばこ税に関する経過措置） 

１０ 別段の定めがあるものを除き，附則第１項第２号に掲げる規定の施行の日前に課し

た，又は課すべきであった改正前の附則第１７条の４に規定する喫煙用の紙巻たばこ

（以下「紙巻たばこ３級品」という。）に係る市たばこ税については，なお従前の例に

よる。 

１１ 次の各号に掲げる期間内に，地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条

第２項に規定する売渡し若しくは消費等が行われる紙巻たばこ３級品に係る市たばこ税

の税率は，新条例第７３条の規定にかかわらず，当該各号に定める税率とする。 

  (1) 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで １，０００本につき２，９２

５円 

  (2) 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで １，０００本につき３，３５

５円 

  (3) 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで １，０００本につき４，００

０円 

１２ 前項の規定の適用がある場合における新条例第７６条第１項から第４項までの規定

の適用については，次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ

同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 



第７６条第１項 施行規則第３４号の２様式 地方税法施行規則の一部を

改正する省令（平成２７年

総務省令第３８号）第１条

の規定による改正前の地方

税法施行規則（以下この節

において「平成２７年改正

前の地方税法施行規則」と

いう。）第４８号の５様式 

第７６条第２項 施行規則第３４号の２の２

様式 

平成２７年改正前の地方税

法施行規則第４８号の６様

式 

第７６条第３項 施行規則第３４号の２の６

様式 

平成２７年改正前の地方税

法施行規則第４８号の９様

式 

第７６条第４項 施行規則第３４号の２様式

又は第３４号の２の２様式 

平成２７年改正前の地方税

法施行規則第４８号の５様

式又は第４８号の６様式 

１３ 平成２８年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条第２

項に規定する売渡し若しくは消費等（同法第４６９条第１項第１号及び第２号に規定す

る売渡しを除く。以下同じ。）が行われた紙巻たばこ３級品を同日に販売のため所持す

る卸売販売業者等（新条例第７０条第１項に規定する卸売販売業者等をいう。以下同

じ。）又は小売販売業者がある場合において，これらの者が所得税法等の一部を改正す

る法律（平成２７年法律第９号。以下「所得税法等改正法」という。）附則第５２条第

１項の規定により製造たばこの製造者として当該紙巻たばこ３級品を同日にこれらの者

の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課され

ることとなるときは，これらの者が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ３級品（これ

らの者が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所，これらの者が

小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ３級品を直接管理す



る営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものと

みなして，市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は，当該売り

渡したものとみなされる紙巻たばこ３級品の本数とし，当該市たばこ税の税率は，１，

０００本につき４３０円とする。 

１４ 前項に規定する者は，同項に規定する貯蔵場所又は営業所ごとに，平成２７年改正

法附則第２０条第４項に規定する申告書を平成２８年５月２日までに市長に提出しなけ

ればならない。 

１５ 前項の規定による申告書を提出した者は，平成２８年９月３０日までに，その申告

に係る税金を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施行規則」とい

う。）第３４号の２の５様式による納付書によって納付しなければならない。 

１６ 附則第１３項の規定により市たばこ税を課する場合においては，同項から前項まで

に規定するもののほか，新条例第１１条，第７６条第４項及び第５項，第７７条の２の

２並びに第７７条の３の規定を適用する。この場合において，次の表の左欄に掲げる新

条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第１１条 第７６条第１項若しくは第

２項 

岡山市市税条例の一部を改

正する条例（平成２７年市

条例第  号。以下この条

及び第２章第４節において

「平成２７年改正条例」と

いう。）附則第１５項 

第１１条第２号 第７６条第１項若しくは第

２項 

平成２７年改正条例附則第

１４項 

第１１条第３号 第２９条の８第１項の申告

書（法第３２１条の８第２

２項及び第２３項の申告書

を除く。），第７６条第１ 

項若しくは第２項の申告

書，第１１２条第１項の申

平成２７年改正条例附則第

１５項の納期限 



告書又は第１２７条の３第

１項の申告書でその提出期

限 

第７６条第４項 施行規則第３４号の２様式

又は第３４号の２の２様式 

平成２７年改正法附則第２

０条第４項の規定 

第７６条第５項 第１項又は第２項 平成２７年改正条例附則第

１５項 

第７７条の２の２ 第７６条第１項又は第２項 平成２７年改正条例附則第

１４項 

当該各項 同項 

第７７条の３第２項 第７６条第１項又は第２項 平成２７年改正条例附則第

１５項 

１７ 卸売販売業者等が，販売契約の解除その他やむを得ない理由により，市の区域内に

小売販売業者の営業所の所在する小売販売業者に売り渡した紙巻たばこ３級品のうち，

附則第１３項の規定により市たばこ税を課された，又は課されるべきものの返還を受け

た場合には，当該市たばこ税に相当する金額を，新条例第７７条の規定に準じて，同条

の規定による当該紙巻たばこ３級品につき納付された，又は納付されるべき市たばこ税

額に相当する金額に係る控除又は還付に併せて，当該卸売販売業者等に係る市たばこ税

額から控除し，又は当該卸売販売業者等に還付する。この場合において，当該卸売販売

業者等が新条例第７６条第１項から第３項までの規定により市長に提出すべき申告書に

は，当該返還に係る紙巻たばこ３級品の品目ごとの本数についての明細を記載した施行

規則第１６号の５様式による書類を添付しなければならない。 

１８ 平成２９年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条第２

項に規定する売渡し若しくは消費等が行われた紙巻たばこ３級品を同日に販売のため所

持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において，これらの者が所得税法等

改正法附則第５２条第８項の規定により製造たばこの製造者として当該紙巻たばこ３級

品を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項の規定に

よりたばこ税を課されることとなるときは，これらの者が卸売販売業者等として当該紙



巻たばこ３級品（これらの者が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在する貯

蔵場所，これらの者が小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙巻たば

こ３級品を直接管理する営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売業

者に売り渡したものとみなして，市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の

課税標準は，当該売り渡したものとみなされる紙巻たばこ３級品の本数とし，当該市た

ばこ税の税率は，１，０００本につき４３０円とする。 

１９ 附則第１４項から第１７項までの規定は，前項の規定により市たばこ税を課する場

合について準用する。この場合において，次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

附則第１４項 前項 附則第１８項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１０項にお

いて準用する同条第４項 

平成２８年５月２日 平成２９年５月１日 

附則第１５項 平成２８年９月３０日 平成２９年１０月２日 

附則第１６項の表以外

の部分 

附則第１３項 附則第１８項 

から前項まで ，附則第１４項及び前項 

附則第１６項の表第１

１条の項 

附則第１５項 附則第１９項において準用

する附則第１５項 

附則第１６項の表第１

１条第２号の項 

附則第１４項 附則第１９項において準用

する附則第１４項 

附則第１６項の表第１

１条第３号の項 

附則第１５項 附則第１９項において準用

する附則第１５項 

附則第１６項の表第７

６条第４項の項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１０項にお

いて準用する同条第４項 

附則第１６項の表第７

６条第５項の項 

附則第１５項 附則第１９項において準用

する附則第１５項 

附則第１６項の表第７ 附則第１４項 附則第１９項において準用 

７条の２の２の項  する附則第１４項 



附則第１６項の表第７

７条の３第２項の項 

附則第１５項 附則第１９項において準用

する附則第１５項 

附則第１７項 附則第１３項 附則第１８項 

２０ 平成３０年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条第２

項に規定する売渡し若しくは消費等が行われた紙巻たばこ３級品を同日に販売のため所

持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において，これらの者が所得税法等

改正法附則第５２条第１０項の規定により製造たばこの製造者として当該紙巻たばこ３

級品を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項の規定

によりたばこ税を課されることとなるときは，これらの者が卸売販売業者等として当該

紙巻たばこ３級品（これらの者が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在する

貯蔵場所，これらの者が小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙巻た

ばこ３級品を直接管理する営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売

業者に売り渡したものとみなして，市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税

の課税標準は，当該売り渡したものとみなされる紙巻たばこ３級品の本数とし，当該市

たばこ税の税率は，１，０００本につき６４５円とする。 

２１ 附則第１４項から第１７項までの規定は，前項の規定により市たばこ税を課する場

合について準用する。この場合において，次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

附則第１４項 前項 附則第２０項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１２項にお

いて準用する同条第４項 

平成２８年５月２日 平成３０年５月１日 

附則第１５項 平成２８年９月３０日 平成３０年１０月１日 

附則第１６項の表以外

の部分 

附則第１３項 附則第２０項 

から前項まで ，附則第１４項及び前項 

附則第１６項の表第１

１条の項 

附則第１５項 附則第２１項において準用

する附則第１５項 

附則第１６項の表第１ 附則第１４項 附則第２１項において準用



１条第２号の項 する附則第１４項 

附則第１６項の表第１

１条第３号の項 

附則第１５項 附則第２１項において準用

する附則第１５項 

附則第１６項の表第７

６条第４項の項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１２項にお

いて準用する同条第４項 

附則第１６項の表第７

６条第５項の項 

附則第１５項 附則第２１項において準用

する附則第１５項 

附則第１６項の表第７

７条の２の２の項 

附則第１４項 附則第２１項において準用

する附則第１４項 

附則第１６項の表第７

７条の３第２項の項 

附則第１５項 附則第２１項において準用

する附則第１５項 

附則第１７項 附則第１３項 附則第２０項 

２２ 平成３１年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条第２

項に規定する売渡し若しくは消費等が行われた紙巻たばこ３級品を同日に販売のため所

持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において，これらの者が所得税法等

改正法附則第５２条第１２項の規定により製造たばこの製造者として当該紙巻たばこ３

級品を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項の規定

によりたばこ税を課されることとなるときは，これらの者が卸売販売業者等として当該

紙巻たばこ３級品（これらの者が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在する

貯蔵場所，これらの者が小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙巻た

ばこ３級品を直接管理する営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売

業者に売り渡したものとみなして，市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税

の課税標準は，当該売り渡したものとみなされる紙巻たばこ３級品の本数とし，当該市

たばこ税の税率は，１，０００本につき１，２６２円とする。 

２３ 附則第１４項から第１７項までの規定は，前項の規定により市たばこ税を課する場

合について準用する。この場合において，次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

附則第１４項 前項 附則第２２項 



附則第２０条第４項 附則第２０条第１４項にお

いて準用する同条第４項 

平成２８年５月２日 平成３１年４月３０日 

附則第１５項 平成２８年９月３０日 平成３１年９月３０日 

附則第１６項の表以外

の部分 

附則第１３項 附則第２２項 

から前項まで ，附則第１４項及び前項 

附則第１６項の表第１

１条の項 

附則第１５項 附則第２３項において準用

する附則第１５項 

附則第１６項の表第１

１条第２号の項 

附則第１４項 附則第２３項において準用

する附則第１４項 

附則第１６項の表第１

１条第３号の項 

附則第１５項 附則第２３項において準用

する附則第１５項 

附則第１６項の表第７

６条第４項の項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１４項にお

いて準用する同条第４項 

附則第１６項の表第７

６条第５項の項 

附則第１５項 附則第２３項において準用

する附則第１５項 

附則第１６項の表第７

７条の２の２の項 

附則第１４項 附則第２３項において準用

する附則第１４項 

附則第１６項の表第７

７条の３第２項の項 

附則第１５項 附則第２３項において準用

する附則第１５項 

附則第１７項 附則第１３項 附則第２２項 

提案理由 

 地方税法の一部改正に伴い，固定資産税等に係る課税標準の特例措置，紙巻たばこ３級

品に係る市たばこ税の税率の見直しその他所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正

しようとするものである。 



甲 第 １０７ 号 議 案 

   岡山市計量検査事務条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市計量検査事務条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２７年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市計量検査事務条例の一部を改正する条例 

 岡山市計量検査事務条例（平成１２年市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第３項中「。以下「検定検査規則」という。」を削り，「第２１４条において準

用する第２０８条」を「第２１４条第１号」に改める。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

 特定計量器検定検査規則の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるため，本条例の一部を

改正しようとするものである。 



甲 第 １０８ 号 議 案 

   岡山市ペット霊園等の設置等に関する条例の制定について 

 岡山市ペット霊園等の設置等に関する条例を次のように制定するものとする。 

平成２７年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

岡山市ペット霊園等の設置等に関する条例 

（目的） 

第１条  この条例は，ペット霊園等の設置及び管理が適正に行われるために必要な事項を 

定めることにより，市民の生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条   この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに 

 よる。 

(1) ペット 犬，猫その他の愛玩用に飼育される動物（化製場等に関する法律（昭和２ 

３年法律第１４０号）第１条第１項に規定する獣畜を除く。）をいう。 

(2) 墳墓 ペットの死体を土中に葬り，又はペットの焼骨を埋蔵する施設をいう。 

(3) 納骨堂 ペットの焼骨を収蔵する施設をいう。 

(4) 火葬施設 ペットの死体を火葬する設備（以下「火葬設備」という。）を有する施 

設をいう。 

(5) ペット霊園 墳墓，納骨堂若しくは火葬施設又はこれらを併せ有する施設をいう。 

ただし，専ら自己の利用に供する目的で設置するものを除く。 

(6) ペット霊園設置者 第４条第１項の許可を受けてペット霊園を設置する者をいう。 

(7) 火葬車両 火葬設備を搭載した車両（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第 

２条第１項第８号に規定する車両をいう。）をいう。 

(8) 火葬車両営業者 第４条第４項の許可を受けて業として火葬車両を使用してペット 



の死体を火葬する者をいう。 

(9) 近隣住民等 次に掲げる者をいう。 

ア ペット霊園を設置しようとする土地（以下「ペット霊園の計画地」という。）又

は火葬車両を使用してペットの死体を反復継続して火葬しようとする特定の場所

（以下「火葬車両反復利用予定地」という。）に隣接する土地の所有者 

イ ペット霊園の計画地の区域から１００メートル（納骨堂のみである場合にあって

は５０メートル，火葬施設を有する場合にあっては２００メートル）以内又は火葬

車両反復利用予定地から２００メートル以内に存する建物の所有者又は管理者及び

居住者 

ウ ペット霊園の計画地又は火葬車両反復利用予定地が属する町内会その他これに類

する団体と市長が認めるもの 

（設置者等の責務） 

第３条  ペット霊園設置者は，当該ペット霊園の設置及び管理に際して，周辺の生活環境

に及ぼす影響に配慮するとともに，近隣住民等との良好な関係を損なわないよう努めな

ければならない。 

２ 火葬車両営業者は，ペットの死体の火葬に際して，周辺の生活環境に及ぼす影響に配

慮するとともに，近隣住民等との良好な関係を損なわないよう努めなければならない。 

（設置等の許可） 

第４条  ペット霊園を設置しようとする者は，あらかじめ，市長に申請し，その許可を受

けなければならない。当該許可を受けたペット霊園の区域の変更（縮小を除く。），区

域内に墳墓，納骨堂若しくは火葬施設の新たな設置又は火葬設備の増設をしようとする

場合も，同様とする。 

２ 前項の許可を受けようとする者は，次に掲げる事項を記載した申請書を市長に提出し

なければならない。 

(1) ペット霊園の名称 

(2) ペット霊園の設置場所 

(3) その他規則で定める事項 

３ 前項の申請書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 



(1) 住民票の写し（法人にあっては登記事項証明書） 

(2) ペット霊園の計画地付近の見取図 

(3) その他規則で定める書類 

４  市内において業として火葬車両によりペットの死体を火葬しようとする者は，あらか

じめ，市長に申請し，その許可を受けなければならない。火葬車両を新たに導入（火葬

車両の台数を増やす場合を含む。）しようとする場合又は火葬車両を使用してペットの

死体を反復継続して火葬する特定の場所（以下「火葬車両反復利用地」という。）の新

たな設置若しくは区域の変更（縮小を除く。）をしようとする場合も，同様とする。 

５ 前項の許可を受けようとする者は，次に掲げる事項を記載した申請書を市長に提出し

なければならない。 

(1) 自動車登録番号又は車両番号 

(2) 火葬車両の保管場所 

(3) その他規則で定める事項 

６ 前項の申請書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 住民票の写し（法人にあっては登記事項証明書） 

(2) 火葬車両の自動車検査証の写し 

(3) その他規則で定める書類 

（事前協議） 

第５条 前条の規定による申請をしようとする者（以下「申請予定者」という。）は，あ

らかじめ，規則で定めるところにより，市長に協議しなければならない。 

２ 市長は，前項の規定による協議において，当該申請予定者に対し，必要な指導及び助

言を行うことができる。 

（標識の設置） 

第６条 申請予定者は，ペット霊園の計画地内又は火葬車両反復利用予定地内の外部から

見やすい場所に，規則で定めるところにより，標識を設置しなければならない。 

２  申請予定者は，前項の規定により標識を設置したときは，速やかにその旨を市長に届

け出なければならない。 

（説明会の開催等） 



第７条 申請予定者は，規則で定めるところにより，近隣住民等に対し，ペット霊園の設

置に係る計画，火葬車両反復利用予定地の利用に係る計画等について説明会を開催しな

ければならない。ただし，説明会の開催が困難な場合は，戸別訪問を行うことにより説

明会の開催に代えることができる。 

２ 申請予定者は，前項の説明会又は戸別訪問を完了したときは，遅滞なく，その概要を

書面により市長に提出しなければならない。 

（申請予定者の責務） 

第８条 申請予定者は，前条の説明会又は戸別訪問において近隣住民等から協議の申出が

あった場合は，これに誠実に応じるよう努めなければならない。この場合において，申

請予定者は，速やかにその協議内容を市長に報告しなければならない。 

（許可の基準等） 

第９条 市長は，第４条第１項の許可の申請があった場合において，当該申請が第５条か

ら前条までの規定による手続を経たものであるとともに，当該ペット霊園が次条，第１

１条及び第１３条に規定する基準に適合していると認める場合でなければ，同項の許可

をしてはならない。 

２ 前項の規定は，第４条第４項の許可の申請があった場合に準用する。この場合におい

て，前項中「当該ペット霊園」とあるのは「当該火葬車両営業者」と，「次条，第１１

条及び第１３条」とあるのは「第１２条及び第１３条」と読み替えるものとする。 

３ 前２項の場合には，市長は，当該申請をした者に対し，許可の決定をしたときは許可

書を交付し，不許可の決定をしたときは書面でその旨を通知しなければならない。 

（ペット霊園等の設置場所の基準） 

第１０条  ペット霊園（火葬施設を有する場合を除く。以下この条において同じ。）の設

置場所の基準は，次に掲げるとおりとする。 

(1) 公園，学校，官公署及び住宅の敷地から１００メートル（納骨堂のみである場合に

あっては５０メートル）以上離れていること。ただし，当該ペット霊園の設置が公共

の福祉に反しないと認められる特別の事由があると市長が認めるときは，この限りで

ない。 

(2) 申請予定者が所有する土地であること。 



(3) 飲料水を汚染するおそれがない等公衆衛生上支障がないこと。 

第１１条  ペット霊園（火葬施設を有する場合に限る。以下この条において同じ。）の設

置場所の基準は，次に掲げるとおりとする。 

(1) 公園，学校，官公署及び住宅の敷地から２００メートル以上離れていること。ただ 

し，当該ペット霊園の設置が公共の福祉に反しないと認められる特別の事由があると

市長が認めるときは，この限りでない。 

(2) 申請予定者が所有する土地であること。 

(3) 飲料水を汚染するおそれがない等公衆衛生上支障がないこと。 

第１２条 火葬車両反復利用地の設置場所の基準は，次に掲げるとおりとする。 

(1) 公園，学校，官公署及び住宅の敷地から２００メートル以上離れていること。ただ 

  し，当該火葬車両反復利用地の設置が公共の福祉に反しないと認められる特別の事由

があると市長が認めるときは，この限りでない。 

(2) 申請予定者が所有する土地その他の使用する権原を有する土地であること。 

(3) 飲料水を汚染するおそれがない等公衆衛生上支障がないこと。 

（構造設備等の基準） 

第１３条 ペット霊園及び火葬車両の構造設備等の基準は，次に掲げるとおりとする。た

だし，市長が市民の生活環境の保全上支障がないと認めるときは，この限りでない。 

(1) 墳墓，納骨堂，火葬施設及び火葬車両は，規則で定める構造であること。 

(2) ペット霊園の周囲は，障壁又は樹木で外部と明確に区分すること。 

(3) ペット霊園の区域内に，必要に応じ，門扉，管理事務所，休憩所，便所，駐車場， 

緑地帯その他の施設を設けること。 

（工事着手届） 

第１４条  ペット霊園を設置しようとする者が第４条第１項の許可に係る工事に着手しよ

うとするときは，規則で定めるところにより，あらかじめ，その旨を市長に届け出なけ

ればならない。              

（工事完了届及び中止届） 

第１５条 ペット霊園を設置しようとする者は，前条の工事が完了したときは，規則で定 

めるところにより，速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 



２  市長は，前項の規定による届出があったときは，速やかに当該工事の届出内容が第１ 

３条に掲げる基準に適合しているかどうかについて検査し，当該基準に適合していると 

認めるときは，検査済証を交付するものとする。 

３  ペット霊園を設置しようとする者は，前項の検査済証の交付を受けた後でなければ， 

ペット霊園（第４条第１項後段に規定する事項に関する工事の場合にあっては，当該工 

事に係る部分）を使用してはならない。 

４ ペット霊園を設置しようとする者は，当該ペット霊園の設置に係る計画及び工事を中 

止したときは，速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

（管理） 

第１６条 ペット霊園設置者及び火葬車両営業者は，第１３条に掲げる基準に適合するよ 

 うペット霊園及び火葬車両の管理を行わなければならない。 

２ ペット霊園設置者は，次に掲げる基準に適合するようペット霊園の管理を行わなけれ 

ばならない。 

(1) ペット霊園及びその周辺を清潔に保持すること。 

(2) ペット霊園内の施設が破損したときは，直ちに修理すること。 

(3) ペット霊園の使用により生ずるばい煙，汚水，廃棄物等を適正に処理すること。 

３ 火葬車両営業者は，次に掲げる基準に適合するよう火葬車両の管理を行わなければな

らない。 

(1) 火葬車両を清潔に保持すること。 

(2) 火葬車両が破損したときは，直ちに修理すること。 

(3) 火葬車両の使用により生ずるばい煙，汚水，廃棄物等を適正に処理すること。 

（地位の承継） 

第１７条  ペット霊園設置者からペット霊園を譲り受けた者は，当該ペット霊園設置者の 

地位を承継するものとする。 

２ ペット霊園設置者について相続，合併又は分割があったときは，相続人，合併後存続 

する法人，合併により設立した法人又は分割（当該ペット霊園の事業を承継させるもの 

に限る。）により当該事業の全てを承継した法人は，ペット霊園設置者の地位を承継す 

るものとする。 



３ 前２項の規定によりペット霊園設置者の地位を承継した者は，規則で定めるところに 

より，その日から起算して３０日以内に，その旨を市長に届け出なければならない。 

４ 前３項の規定は，火葬車両営業者について準用する。 

（変更の届出） 

第１８条 ペット霊園設置者は，第４条第１項後段の規定に該当する場合を除き，同項の

許可を受けた事項を変更したときは，遅滞なく，規則で定めるところにより，市長に届

け出なければならない。 

２ 火葬車両営業者は，第４条第４項後段の規定に該当する場合を除き，同項の許可を受

けた事項を変更したときは，遅滞なく，規則で定めるところにより，市長に届け出なけ

ればならない。 

（廃止の届出） 

第１９条 ペット霊園設置者は，ペット霊園を廃止したときは，規則で定めるところによ

り，その日から起算して３０日以内に，その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 火葬車両営業者は，火葬車両の使用を廃止したときは，規則で定めるところにより，

その日から起算して３０日以内に，その旨を市長に届け出なければならない。 

（火葬車両により火葬する場所） 

第２０条 火葬車両営業者がペットの死体を火葬する場合は，現に人が居住する住宅との

距離が２００メートル以上の場所で火葬しなければならない（当該住宅の所有者又は管

理者及び居住者の同意がある場合を除く。）。 

（報告及び検査） 

第２１条 市長は，この条例の施行に必要な限度において，ペット霊園設置者又は火葬車

両営業者に対し，管理の状況その他必要と認める事項について報告を求めることができ

る。 

２  市長は，この条例の施行に必要な限度において，その職員にペット霊園又は火葬車両

営業者の事務所に立ち入らせ，その施設，帳簿，書類その他の物件を検査させることが

できる。 

３ 前項の規定により立入検査を行う職員は，その身分を示す証明書を携帯し，関係人の

請求があったときは，これを提示しなければならない。 



４ 第２項の規定による立入検査の権限は，犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。 

（改善勧告） 

第２２条 市長は，ペット霊園設置者又は火葬車両営業者が第１６条又は第２０条の規定 

に違反したときは，当該ペット霊園設置者又は火葬車両営業者に対し，期限を定めて， 

必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

（改善命令） 

第２３条 市長は，前条の規定による勧告を受けたペット霊園設置者又は火葬車両営業者 

が正当な理由がなく当該勧告に従わないときは，期限を定めて，当該勧告に従うよう命 

ずることができる。 

（許可の取消し） 

第２４条 市長は，次の各号のいずれかに該当する者の許可を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により第４条第１項又は第４項の許可を受けた者 

(2) 前条の規定による命令に従わない者 

（使用禁止命令） 

第２５条 市長は，次の各号のいずれかに該当する者に対し，ペット霊園の全部若しくは

一部又は火葬車両の使用の禁止を命ずることができる。 

(1) この条例の手続によらず無断で，ペット霊園を設置若しくは変更した者又は火葬車 

両を使用してペットの死体を火葬した者 

(2) 前条の規定により許可を取り消された者 

（公表） 

第２６条  市長は，第２３条又は前条の規定による命令を受けた者がその命令に従わない

ときは，その旨を公表することができる。             

２ 市長は，前項の規定による公表をしようとするときは，あらかじめ，その理由を当該

ペット霊園設置者又は火葬車両営業者に通知するとともに，意見を述べる機会を与えな

ければならない。 

（委任） 

第２７条  この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定



める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から起算して６０日を経過した日から施行する。 

（既存ペット霊園の特例） 

２ この条例の施行の際現にペット霊園を設置している者（以下「既存ペット霊園設置

者」という。）は，この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から６月間は，第

４条第１項の許可を受けないで，引き続き当該ペット霊園を設置することができる。た

だし，施行日以後に当該ペット霊園の区域の変更（縮小を除く。），区域内に墳墓，納

骨堂若しくは火葬施設の新たな設置又は火葬設備の増設をしようとする場合は，この限

りでない。              

３ 既存ペット霊園設置者は，前項に規定する期間内に規則で定めるところにより市長に

届出をした場合は，当該既存ペット霊園設置者をペット霊園設置者とみなし，引き続き

当該ペット霊園を使用することができる。この場合においては，第４条第１項前段，第

５条から第１１条まで，第１３条から第１５条まで及び第１６条第１項の規定は，適用

しない。 

 （既存火葬車両営業者の特例） 

４ この条例の施行の際現に市内において業として火葬車両を使用してペットの死体を火

葬している者（以下「既存火葬車両営業者」という。）は，施行日から６月間は，第４

条第４項の許可を受けないで，引き続き当該火葬車両を使用して，ペットの死体を火葬

することができる。ただし，施行日以後に当該火葬車両以外の火葬車両を導入しようと

する場合，火葬車両反復利用地を新たに設置する場合又はこの条例の施行の際現に使用

している火葬車両反復利用地（以下「既存火葬車両反復利用地」という。）の区域の変

更（縮小を除く。）をしようとする場合は，この限りでない。 

５ 既存火葬車両営業者は，前項に規定する期間内に規則で定めるところにより市長に届

出をした場合は，当該既存火葬車両営業者を火葬車両営業者とみなし，引き続き当該火

葬車両を使用してペットの死体を火葬することができる。この場合においては，第４条

第４項前段，第５条から第９条まで，第１２条，第１３条，第１６条第１項及び第２０



条（既存火葬車両反復利用地においてペットの死体を火葬する場合に限る。）の規定は，

適用しない。 

提案理由 

ペット霊園等の設置及び管理が適正に行われるために必要な事項を定めることにより，

市民の生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため，本条例を制定しようとするもので

ある。



甲 第 １０９ 号 議 案 

   岡山市文化奨励賞選考委員会設置条例の制定について 

 岡山市文化奨励賞選考委員会設置条例を次のように制定するものとする。 

平成２７年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

岡山市文化奨励賞選考委員会設置条例 

（設置） 

第１条 岡山市文化奨励賞の受賞者を選考するため，岡山市文化奨励賞選考委員会（以下

「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は，岡山市文化奨励賞の受賞者の選考について，市長の諮問に応じ審議す

る。 

（組織） 

第３条 委員会は，委員５人以内で組織する。 

（委員） 

第４条 委員は，学術又は芸術の分野の学識経験者その他市長が必要と認める者のうちか

ら市長が委嘱する。 

２ 委員の任期は，２年とする。ただし，委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は，

前任者の残任期間とする。 

３ 委員は，再任されることができる。 

４ 委員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も，同様とす

る。 

（委員長等） 

第５条 委員会に委員長を置き，委員の互選によりこれを定める。 



２ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは，あらかじめ委員長が指名する委

員がその職務を代理する。 

（会議等） 

第６条 委員会の会議は，委員長が招集し，委員長が議長となる。 

２ 委員会の会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決

するところによる。 

４ 委員会は，必要に応じ，会議に関係者の出席を求め，説明又は意見を聴くことができ

る。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が委員

会に諮って定め，その他必要な事項については，市長が別に定める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

  岡山市文化奨励賞選考委員会を設置するため，本条例を制定しようとするものである。 



甲 第 １１０ 号 議 案 

   岡山市休日夜間急患診療所条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市休日夜間急患診療所条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２７年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市休日夜間急患診療所条例の一部を改正する条例 

第１条 岡山市休日夜間急患診療所条例（昭和５５年市条例第１７号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第２条の表中「岡山市北区東中央町３番１４号」を「岡山市北区天瀬６番１０号」に

改める。 

第２条 岡山市休日夜間急患診療所条例の一部を次のように改正する。 

  第２条の表中「岡山市北区天瀬６番１０号」を「岡山市北区東中央町３番１４号」に

改める。 

附 則 

この条例中第１条の規定は公布の日から起算して２月を超えない範囲内において規則で

定める日から，第２条の規定は公布の日から起算して７月を超えない範囲内において規則

で定める日から施行する。  

提案理由 

 岡山市休日夜間急患診療所の改修工事に伴い，その位置を変更するため，本条例の一部

を改正しようとするものである。 



甲 第 １１１ 号 議 案 

   岡山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改 

正する条例の制定について 

 岡山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

を次のように制定するものとする。 

  平成２７年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大 森 雅 夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改 

正する条例 

 岡山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年市条例第

７６号）の一部を次のように改正する。 

第１４条第１項第４号ア中「外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護（指定居

宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号）

第１９２条の２に規定する外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護をいう。第７

項において同じ。）又は外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護（指定

介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号）第

２５３条に規定する外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護をいう。同

項において同じ。）」を「指定特定施設入居者生活介護（指定居宅サービス等の事業の人

員，設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号）第１７４条第１項に規定

する指定特定施設入居者生活介護をいう。以下同じ。），指定地域密着型特定施設入居者

生活介護（指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準（平成１８

年厚生労働省令第３４号）第１０９条第１項に規定する指定地域密着型特定施設入居者生

活介護をいう。以下同じ。）又は指定介護予防特定施設入居者生活介護（指定介護予防サ



ービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号）第２３０条第

１項に規定する指定介護予防特定施設入居者生活介護をいう。以下同じ。）」に改め，同

条第７項中「外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護又は外部サービス利用型指

定介護予防特定施設入居者生活介護の事業を行う養護老人ホーム（次項及び第２４条第３

項において「外部サービス利用型養護老人ホーム」という。）」を「指定特定施設入居者

生活介護，指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は指定介護予防特定施設入居者生活

介護を行う養護老人ホーム」に改め，同条第８項中「外部サービス利用型養護老人ホー

ム」を「指定特定施設入居者生活介護，指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は指定

介護予防特定施設入居者生活介護を行う養護老人ホーム」に改める。 

 第２４条第１項第１号中「第８条の２第１８項」を「第８条の２第１６項」に改め，同

条第３項中「前２項の規定にかかわらず，生活相談員が置かれていない外部サービス利用

型養護老人ホーム」を「指定特定施設入居者生活介護，指定地域密着型特定施設入居者生

活介護又は指定介護予防特定施設入居者生活介護を行う養護老人ホームであって，第１４

条第１項第３号の規定に基づく生活相談員を置いていない場合」に改める。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市養護老人ホームの設備及び運営に関

する基準を定める条例の規定は，平成２７年４月１日から適用する。 

提案理由 

 養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるた

め，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １１２ 号 議 案 

   岡山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改 

正する条例の制定について 

 岡山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

を次のように制定するものとする。 

  平成２７年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大 森 雅 夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改 

正する条例 

 岡山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年市条例第

７８号）の一部を次のように改正する。 

 第２５条第１項第１号中「第８条の２第１８項」を「第８条の２第１６項」に改める。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市軽費老人ホームの設備及び運営に関

する基準を定める条例の規定は，平成２７年４月１日から適用する。 

提案理由 

 軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるた

め，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １１３ 号 議 案 

岡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正 

する条例の制定について 

 岡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を

次のように制定するものとする。 

  平成２７年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正 

する条例 

 岡山市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年市条例第９

６号）の一部を次のように改正する。 

 附則第３条中「又は看護師」を「，看護師又は准看護師」に改める。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市児童福祉施設の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の規定は，平成２７年４月１日から適用する。 

提案理由 

 児童福祉施設最低基準の一部を改正する省令の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるた

め，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １１４ 号 議 案 

   岡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例の制定について 

 岡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例を次のように制定するものとする。 

  平成２７年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を 

改正する条例 

 岡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年市条例

第１２１号）の一部を次のように改正する。 

 第２９条第３項，第３１条第３項，第４４条第３項及び第４７条第３項中「又は看護 

師」を「，看護師又は准看護師」に改める。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準を定める条例の規定は，平成２７年４月１日から適用する。 

提案理由 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，所要の措置を講ずる

ため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １１５ 号 議 案 

   岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関す 

る条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関する条例の一 

部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２７年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関す 

る条例の一部を改正する条例 

 岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関する条例（平 

成２７年市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項中「，第２８条第２項第１号並びに附則第９条第１項第１号イ及び第２号 

イ（１）」を「及び第２８条第２項第１号」に改め，同条第２項中「第２８条第２項第３ 

号」を「第２８条第２項第２号及び第３号並びに第３０条第２項第２号並びに支援法附則 

第９条第１項第１号イ，同項第２号イ（１）及び同号ロ（１）並びに同項第３号イ 

（１）」に改め，同項に次のただし書を加える。 

ただし，別表第１備考２の規定は，当該支給認定子どもの支給認定区分が２号認定の 

場合はこれを適用せず，別表第２備考３の規定を適用するものとする。 

 第３条第３項中「第２８条第２項第２号，第２９条第３項第２号，第３０条第２項第１ 

号から第３号まで並びに附則第９条第１項第２号ロ（１）及び第３号イ（１）」を「第２ 

９条第３項第２号並びに第３０条第２項第１号及び第３号」に改める。 

 第４条に次の１項を加える。 

２ 特定保育所に係る利用者負担額は，毎月末日（１２月にあっては，２５日）までにそ 

の月分を納付しなければならない。ただし，その日が岡山市の休日を定める条例（平成 



元年市条例第４４号）第１条第１項に規定する市の休日に当たるときは，その翌日を納

期限とする。

第７条中「施行に」の次に「関し」を加える。 

 別表第１中「による被保護世帯（単給世帯を含む。）」を「第６条第１項に規定する被 

保護者（同法第１１条第２項の単給の場合を含む。）の属する世帯（以下「被保護世帯」 

という。）」に，「前年度分の市町村民税」を「当該年度分（４月から８月までにあって 

は，前年度分）の市町村民税（特別区民税を含む。以下同じ。）」に，「７７，１００円 

以下」を「７７，１０１円未満」に，「２１１，２００円以下」を「２１１，２０１円未 

満」に改め，同表備考１中「及び第３１４条の８並びに同法附則第５条第３項及び第５条 

の４第６項」を「，第３１４条の８及び第３１４条の９並びに同法附則第５条第３項，附 

則第５条の４第６項，附則第５条の４の２第６項，附則第５条の５第２項及び附則第４５ 

条」に改め，同表備考２中「満９歳に達する日以後の最初の３月３１日までにある子ども 

のうち年齢の高い順から数えて２人目以降の子どもが，幼稚園，学校教育法（昭和２２年 

法律第２６号）第７６条第２項に規定する特別支援学校幼稚部又は認定こども園を利用し 

ている場合，当該子ども」を「小学校第１学年から第３学年までに在学する子ども又は保 

育所，幼稚園，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第７６条第２項に規定する特別支 

援学校幼稚部，認定こども園，家庭的保育事業等（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４ 

号）第２４条第２項に規定する家庭的保育事業等をいう。），児童福祉法第６条の２の２ 

第２項に規定する児童発達支援若しくは同条第３項に規定する医療型児童発達支援を利用 

し，若しくは同法第４３条の２に規定する情緒障害児短期治療施設の通所部に入所してい 

る小学校就学前子どもが２人以上いる場合において，それらの子どものうち年齢の高い順 

から数えて２人目以降の子どもが１号認定を受けているときは，当該支給認定子ども」に 

改め，同表備考２第１号中「この表の額」の次に「に備考３及び備考４の規定を適用して 

得た額」を加え，同表備考３第１号中「女子又は男子」を「者」に，「支給認定子ども」 

を「児童」に改め，同表備考３第２号中「次に掲げる児（者）」の次に「（障害者又は障 

害児であって，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７ 

年法律第１２３号）第１９条第３項に規定する特定施設その他これに類する施設に入所又 

は入院をしていないものに限る。）」を加え，同号ア中「第１５条に定める」を「第１５ 



条第４項の規定により」に改め，同号イ中「に定める」を「の規定により」に改め，同号 

ウ中「第４５条に定める」を「第４５条第２項の規定により」に改め，同号エ中「支給対 

象児」を「支給対象児童」に改め，同号オ中「障害基礎年金等の受給者」を「障害基礎年 

金の受給者その他適当な者」に改め，同表備考３第３号中「に定める要保護者等特に」を 

「第６条第２項に規定する要保護者と同程度又は準ずる程度に」に改め，同表備考に次の 

ように加える。 

  ４ 支給認定保護者が養育里親等（児童福祉法第６条の３第８項に規定する小規模住 

居型児童養育事業を行う者，同法第６条の４第２項に規定する養育里親又は同法第 

７条第１項に規定する児童福祉施設（乳児院，児童養護施設，情緒障害児短期治療 

施設及び児童自立支援施設に限る。）の長をいう。備考５において同じ。）である 

場合は，Ｂ階層世帯とみなす。 

  ５ 備考４の規定にかかわらず，支給認定保護者が養育里親等であって，生活保護法 

第６条第１項に規定する被保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永 

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給 

付の受給者である場合は，Ａ階層世帯とみなす。 

 別表第２中「生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。）」を「被保護世帯」に， 

「前年度分」を「当該年度分（４月から８月までにあっては，前年度分）」に改め，同表 

備考２中「及び第３１４条の８並びに同法附則第５条第３項及び第５条の４第６項」を 

「，第３１４条の８及び第３１４条の９並びに同法附則第５条第３項，附則第５条の４第

６項，附則第５条の４の２第６項，附則第５条の５第２項及び附則第４５条」に改め，同

表備考３中「地域型保育事業，児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）」を「家庭的保

育事業等（児童福祉法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業等をいう。），児童福祉

法」に，「第７条第１項」を「第４３条の２」に改め，同表備考３第１号中「この表の

額」の次に「に備考４の規定を適用して得た額」を加え，同表備考４第１号中「女子又は

男子」を「者」に，「支給認定子ども」を「児童」に改め，同表備考４第２号中「次に掲

げる児（者）」の次に「（障害者又は障害児であって，障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律第１９条第３項に規定する特定施設その他これに類する施設

に入所又は入院をしていないものに限る。）」を加え，同号ア中「第１５条に定める」を



「第１５条第４項の規定により」に改め，同号イ中「に定める」を「の規定により」に改

め，同号ウ中「第４５条に定める」を「第４５条第２項の規定により」に改め，同号エ中

「支給対象児」を「支給対象児童」に改め，同号オ中「障害基礎年金等の受給者」を「障

害基礎年金の受給者その他適当な者」に改め，同表備考４第３号中「に定める要保護者等

特に」を「第６条第２項に規定する要保護者と同程度又は準ずる程度に」に改め，同表備

考に次のように加える。 

  ５ 支給認定保護者が児童福祉法第６条の４第１項に規定する里親である場合は，Ａ 

階層世帯とみなす。 

附 則 

 この条例は，公布の日から施行し，改正後の第３条第１項から第３項まで及び第４条第

２項並びに別表第１（備考１を除く。）及び別表第２（備考２を除く。）の規定は，平成

２７年４月１日から適用する。 

提案理由 

 子ども・子育て支援法施行令等の一部改正に伴い，所要の措置を講ずる等のため，本条

例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １１６ 号 議 案 

   岡山市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２７年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第  号 

   岡山市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例 

 岡山市自転車等駐車場条例（昭和６３年市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

別表第１の３無料自転車等駐車場の表小松橋バス停（一宮）自転車等駐車場の項を削

る。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

 小松橋バス停（一宮）自転車等駐車場を廃止するため，本条例の一部を改正しようとす

るものである。 



甲 第 １１７ 号 議 案 

   岡山市建築関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市建築関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２７年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市建築関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

 岡山市建築関係事務手数料条例（平成１２年市条例第１６号）の一部を次のように改正

する。 

 第１条中「「法」という。）」の次に「，マンションの建替え等の円滑化に関する法律

（平成１４年法律第７８号）」を加える。 

 第２条中「法，」を「法，マンションの建替え等の円滑化に関する法律，」に，「次条

から第１３条まで」を「次条から第１２条まで」に改める。 

 第４条を削り，第５条を第４条とする。 

 第６条第１項中「第１８条第１４項」を「第１８条第１６項」に改め，同条を第５条と

し，第７条を第６条とする。 

 第８条中「第７条の３」の次に「及び法第１８条第１９項」を加え，同条を第７条とす

る。 

 第９条中「法に」を「法及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律に」に改め，

同条第１号中「及び法第１８条第２２項（」を「若しくは第２号又は法第１８条第２４項

第１号若しくは第２号（これらの規定を」に，「承認」を「認定」に改め，同条第２４号

中「第６７条の２第３項第２号」を「第６７条の３第３項第２号」に改め，同条第２５号

中「第６７条の２第５項第２号」を「第６７条の３第５項第２号」に改め，同条第２６号

中「第６７条の２第９項第２号」を「第６７条の３第９項第２号」に改め，同条に次の１

号を加える。 



(55) マンションの建替え等の円滑化に関する法律第１０５条第１項の規定による容積

率に関する特例の許可の申請に対する審査 １６０，０００円 

第９条を第８条とする。 

 第１０条中「第１２条第７項」を「第１２条第８項」に改め，同条を第９条とし，第１

１条を第１０条とする。 

 第１２条第１項第２号中「適合証」の次に「及び設計住宅性能評価書」を加え，同号を

同項第３号とし，同項第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 登録住宅性能評価機関が交付する設計住宅性能評価書（住宅の品質確保の促進等に

関する法律第６条第１項に規定する設計住宅性能評価書をいい，当該長期優良住宅建

築等計画に係る住宅が長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に

掲げる基準のうち設計住宅性能評価書の項目となる部分に適合していることを証する

ものに限る。次号において同じ。）の写しの提出がある場合 次に掲げる住宅の区分

に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅 １５，８００円 

イ 共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額を当該建築物における

認定の申請に係る住戸の数で除して得た額（その額に１００円未満の端数があると

きは，その端数金額を切り捨てた額） 

(ｱ) ５００平方メートル以内のもの ５８，４００円 

(ｲ) ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの ９２，３０

０円 

(ｳ) １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの １７７，

８００円 

(ｴ) ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの ３００，

９００円 

(ｵ) ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの ４６

６，６００円 

(ｶ) １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの ８

４４，０００円 



(ｷ) ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの １，

１５４，５００円 

(ｸ) ３０，０００平方メートルを超えるもの １，３９６，７００円 

 第１２条第２項中「，第４条又は第５条」を「又は第４条」に改め，同条第３項第１号

中「をいう。）」の次に「及び設計住宅性能評価書（住宅の品質確保の促進等に関する法

律第６条第１項に規定する設計住宅性能評価書をいい，当該変更後の認定長期優良住宅建

築等計画に係る住宅が同号に掲げる基準のうち設計住宅性能評価書の評価項目となる部分

に適合していることを証するものに限る。次号において同じ。）の写し」を加え，同号イ

中「第１項第２号イ」を「第１項第３号イ」に改め，同項第２号中「前号」を「前２号」

に改め，同号を同項第３号とし，同項第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準に係る部

分の認定長期優良住宅建築等計画の変更について，設計住宅性能評価書の写しの提出

がある場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅 ７，９００円 

イ 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第２号イにそれぞれ定める額に２分の

１を乗じて得た額を当該建築物における変更の認定の申請に係る住戸の数で除して 

得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた

額） 

 第１２条第４項中「，第４条又は第５条」を「又は第４条」に改め，同条を第１１条と

する。 

 第１３条第２項及び第４項中「，第４条又は第５条」を「又は第４条」に改め，同条を

第１２条とし，第１４条を第１３条とし，第１５条を第１４条とする。 

 第１６条中「及び第５条から第９条まで」を「から第８条まで」に改め，同条を第１５

条とし，第１７条を第１６条とする。  

   附 則 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規定は，

同日以後の申請に係るものについて適用する。 



提案理由 

 建築基準法の一部改正に伴い，構造計算適合性判定手数料を廃止する等のため，本条例

の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １１８ 号 議 案 

   岡山市建築基準法施行条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市建築基準法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２７年 ６ 月１０日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市建築基準法施行条例の一部を改正する条例 

 岡山市建築基準法施行条例（平成１２年市条例第１１８号）の一部を次のように改正す

る。 

 第８条第１項中「改築」の次に「，移転」を加える。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

 建築基準法の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正しようと

するものである。 


